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１．調査手法について

今回の調査については「優先権主張時における意匠

の同一性」について問題になりやすい事例について知

ることに意義がある。この点，平成 20 年度の（旧）産

業構造審議会知的財産政策部会意匠制度小委員会意匠

審査基準ワーキンググループにおいて，日本国内出願

時の優先権主張について「優先権認否における意匠の

同一の判断(案)(1)」という，優先権主張の認否に関す

る判断基準を検討した資料が存在する。基本的には各

国で優先権主張をする場合にも同様の事例が問題にな

るであろうとの推測の下，今回の調査では，当該資料

を基礎資料とし，英訳して活用することにした。本稿

に掲載する図は図 6及び 7（韓国代理人提供の参考図）

を除き，当該資料から引用するものである。

質問票は，合計 29 カ国の各国弁護士等に送付し，回

答を得た後に意匠委員会第 3部会所属の委員により和

訳した。調査対象国は以下の通りである。

ARIPO，EU，OAPI，UAE，アメリカ，アルゼンチン，

インド，インドネシア，ウクライナ，エジプト，オー

ストラリア，カザフスタン，カナダ，シンガポール，

タイ，チリ，トルコ，パキスタン，フィリピン，ブラ

ジル，ベトナム，マレーシア，メキシコ，ロシア，韓

国，香港，台湾，中国，南アフリカ

当該和訳資料等は，日本弁理士会の電子フォーラム

にて平成 29 年度意匠委員会第 3 部会の諮問 5 に対す

る答申の資料として添付されている。

なお，このような調査手法と各国の意匠制度の整備

の度合いや各国官庁等が公表している情報（運用基準

等）の多少により，国毎に回答内容について若干のば

らつきが認められることを予め付言しておく。

２．調査結果の解説

（１） 意匠における優先権主張について

そもそも，意匠法は国によって独自の法律として法

体系が構成されている国もあれば，特許法の一部に意

匠について規定されている国もある。前者としては，

日本や韓国が，後者としては，中国や米国が挙げられ

る。根本的な法体系としての位置付けが異なることに

よって法制度としての位置付けが商標に近かったり，

特許寄りになっていたり，と国毎に扱いが異なること

もあるため留意が必要である。また，実体審査の有無

も国によって異なる。優先権主張に限らず，外国意匠

出願を行う上ではこれらの事情を予め考慮しておくこ
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優先権主張時における意匠の同一性

平成29年度意匠委員会の第3部会では，諮問事項である「5．外国意匠制度との相違点を考慮した意匠出

願戦略に関する提言」への答申を行うべく，日本意匠制度と外国意匠制度の相違点，特に「優先権主張時にお

ける意匠の同一性」「新規性喪失の例外」「登録可能な意匠」について，各国における要件や実務を各国代理人

の協力を得て調べ上げた。

優先権主張における同一性及び新規性喪失の例外の適用要件は，各国において登録要件を満たす意匠出願を

するために重要な事項ではあるにもかかわらず，これまで有益な資料・情報はほとんどなかったことがこのよ

うな調査を行った背景としてある。本稿では，委員会活動で得られた調査結果のうち，「優先権主張時における

意匠の同一性」について各国法制度の違いに触れつつ述べる。
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とが望ましい。

さて，優先権に話を戻すとパリ条約では 4 条におい

て優先権について規定しており，意匠については 6箇

月の優先期間等が定められている。4 条 A（1）では

「いずれかの同盟国において正規に特許出願若しくは

実用新案，意匠若しくは商標の登録出願をした者又は

その承継人は，他の同盟国において出願をすることに

関し，以下に定める期間中優先権を有する。」と，4 条

Bでは 4 条 A（1）を受けて，「すなわち，A(1)に規定

する期間の満了前に他の同盟国においてされた後の出

願は，その間に行われた行為，例えば，他の出願，当

該発明の公表又は実施，当該意匠に係る物品の販売，

当該商標の使用等によつて不利な取扱いを受けないも

のとし，また，これらの行為は，第三者のいかなる権

利又は使用の権能をも生じさせない。優先権の基礎と

なる最初の出願の日前に第三者が取得した権利に関し

ては，各同盟国の国内法令の定めるところによる。」と

各々規定されており，そもそも第 1国出願と優先権主

張を伴う第 2国の出願内容が同一であることを前提と

していると考えられる（下線は筆者による。）。そして

パリ条約 4条 Hでは「優先権は，発明の構成部分で当

該優先権の主張に係るものが最初の出願において請求

の範囲内のものとして記載されていないことを理由と

しては，否認することができない。ただし，最初の出

願に係る出願書類の全体により当該構成部分が明らか

にされている場合に限る。」と，発明に関してのみ規定

しているが，発明については第 1国出願と優先権主張

を伴う第 2 国出願の内容の同一性が求められており，

その同一性は上記規定ぶりから実質的な同一性で足り

ると理解されている。このような規定ぶりになってい

るのは各国特許法制度の実務的な様式等において相違

がある場合に，これを理由に優先権が認められなくな

ることを防ぐためであろう(2)。意匠においても，上述

の様に法体系はもちろん図面に関する規則等も国毎に

異なることを考えれば，各国において特許と同様に実

質的な同一性を求める実務運用になっていると推測す

ることも考えられるが，今回の調査結果からは厳格に

同一性を求める国も少なからず存在することが判明し

た。なお，各国の図面要件については平成 28年度意

匠委員会の諮問事項 5 の答申として調査結果をまとめ

ている。また，今回の調査では優先権主張時に求めら

れる必要書類についても質問しており，その調査結果

も前述平成 29 年度意匠委員会第 3 部会の答申の資料

として添付されている。

（２） 調査結果の概観

調査の結果を俯瞰すると優先権主張時における意匠

の同一性の判断に関する各国の大まかな傾向として以

下のようにまとめられる。

①同一性の判断について厳格に同一性を求め，基本

的に出願内容の変更は認めない。

②同一性の判断について実質的な同一性を求め，形

式的な部分の変更であれば認める。

（３） 調査結果の分析

①同一性の判断について厳格に同一性を求め，基本的

に出願内容の変更は認めない国

優先権主張に際し，第 1国出願と当該国における意

匠出願内容の厳格に同一性を求める国である。

この傾向が最も顕著に表れたのは，物品名に関する

質問である。具体的には『基礎出願と優先権主張出願

の間で，「意匠に係る物品」を変更しても，「意匠の同

一性」は認められるか。たとえば，

ａ). 基礎出願：container, 優先権主張出願：container

for drink は認められるか。

ｂ). 基礎出願：container for drink, 優先権主張出願：

container は認められるか。』という質問に対し，ほ

とんどの国が a)・b)いずれの場合もこれを認める

旨の回答をしている中，マレーシア・メキシコ・ロ

シアではこのような場合に優先権主張にかかる意匠

出願と基礎出願の同一性が認められない，と回答し

ている。

このような厳格な考え方は，優先権主張における基

礎出願と優先権主張出願の「意匠の同一性」について，

基本的な考え方を確認する質問への回答にも顕著に表

されている。すなわち，マレーシアでは「プラクティ

ス上，マレーシアのインダストリアルデザイン登録庁

（登録庁）は，優先権の主張を行うマレーシア出願にお

いて提出された表現物が，優先権書類（第一国出願）

上の意匠の表現物と正確に同一であることを求め

る。」，メキシコでは「優先権主張に際しては，意匠は

同一でなければならない。「実質的同一」や「総合的判

断」はメキシコの産業財産権法では考慮されない。

従って，意匠が同一でなければ，優先権主張は認めら

れない。」とそれぞれ見解が示されている。

これらの 3国は他の点においても，他の調査対象国
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より厳格に同一性を見る傾向にあり，例えば，表現方

法の変更（基礎出願がコンピュータグラフィックスで

描かれていて，他方，優先権主張出願が線図の場合。）

についてもこれらの国々では原則として優先権主張が

認められない，との回答であった。

表現方法の変更に関する質問では以下の例を挙げつ

つ質問しているが，これらの国々の他に表現方法の変

更について同様に同一性が失われるとの回答をしてき

たのはウクライナ・エジプト・カザフスタンの 3カ国

であった。なお，可能な限り基礎出願の図面と同一の

表現方法を用いるべき，とのコメントがあった国も多

いため，基礎出願と優先権主張にかかる出願では同一

の表現方法を用いた図面を使用することが望ましい。

【図 1：質問票で提示した例】（日本では下記の場合には「意匠

の同一性」は認められる。）

②同一性の判断について実質的な同一性を求め，形式

的な部分の変更を認める。

優先権主張に際し，第 1国出願と当該国における意

匠出願内容の実質的な同一性を求める国であり，形式

的な差異より，第 1国出願と当該国における意匠出願

の内容が実質的に同一といえるか否かが重視される。

日本については，意匠審査便覧 15．07 において「優

先権の主張の効果が認められるためには，我が国への

意匠登録出願の意匠とそれに対応する優先権の基礎と

なる第一国の最初の出願の意匠とは同一でなければな

らない（パリ条約 4条 A(1)，同条B）。ただし，願書

や図面等の様式は各国法令の相違により多様であるこ

とから，意匠の表現形式にかかわらず優先権証明書の

中に我が国への意匠登録出願の意匠と実質的に同一の

意匠が示されていればよい。」旨記載されており，意匠

審査基準 101．3 では「優先権証明書の中に我が国へ

の意匠登録出願の意匠が示されているか否かは，その

意匠の属する分野における通常の知識に基づいて，優

先権証明書全体の記載内容を総合的に判断することに

より行う。優先権証明書に記載された意匠の認定（意

匠に係る物品，物品の形状，模様，色彩，意匠登録を

受けようとする部分の意匠全体に対する位置・大き

さ・範囲等）は，第一国（最初に出願した国）の法令

等も考慮して行う。」と記載されており，実質的に同一

性の判断を行うこと，そして第 1国出願を行った国の

法令等も考慮することが記載されており，この類型に

属するといえる。

今回の調査中，この傾向が最も顕著に表れたのは，

基礎出願に対して，優先権主張出願での図面数に増

減，又は，表現形式に変更があっても，優先権主張の

同一性が認められるか，との質問に対する回答であ

る。

質問では，以下のような質問を具体例とともに提示し

ている。

ａ). 基礎出願と優先権主張出願の間において，6面図

はそのままとして，他の参考図や断面図を追加又は

削除してよいか。

ｂ). 優先権主張出願において，6面図中で，図面を追

加又は削除してよいか。

【図 2及び 3：質問票で提示した例】（日本では下記事例は「意

匠の同一性」が認められる。）
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【図 4：質問票で提示した例】（日本では下記事例は「意匠の同

一性」が認められない。）

ｃ). 以下の場合において，基礎出願と優先権主張出願

の間における「意匠の同一性」は維持されるか。

基礎出願：正面図のみで出願され，他の図はディスク

レームを主張している。

優先権主張出願：6面図で出願されている。正面図の

みクレームされていて，他の図はディスクレームされ

ている。

【図 5：質問票で提示した例】（日本では下記事例は「意匠の同

一性」が認められる。）

調査対象国中，例えば韓国では優先権証明書上の図

面数と韓国デザイン出願の図面数が相違しても，デザ

インの特徴的な部分が優先権証明書上に表れており，

韓国出願で追加された図面がその物品の一般的な形状

から類推可能なものであれば実質的なデザインの同一

性が認められ，優先権主張は可能との回答であった。

また，優先権証明書上の図面をすべて提出しなくて

も，韓国出願における出願要件(画像デザインの場合

は画像デザインが表現された図面のみを提出可能)を

満たせばデザインの実質的な同一性を認められ優先権

主張は可能と思われる，ともコメントしている。あわ

せて以下の例を受領したので参照されたい。

【図 6及び 7：韓国代理人提供の参考図】

その他，香港においては上記 a-cのような事例であ

れば意匠の同一性が認められる，との回答であり，台

湾では日本と同様の判断結果になるとの回答であっ

た。従って，具体的な出願対象はもちろん考慮する必

要があるものの，これらの国は実質的な同一性を考慮

した判断を行っているということができ，この類型に

属する国ということができる。

一方で，中国では，「中国意匠出願と優先権の基礎と

なる出願との一致性は，主に次の二点で判断される。

1）両意匠は同一製品の意匠であること，2）優先権を

主張する中国意匠出願に示される意匠（形状，模様及

び色彩）は，優先権の基礎となる出願に記載されてい

ること。この考えによれば，中国意匠出願と優先権の
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基礎となる出願との一致性の判断は，図面の完全な一

致性は求められません。」との回答ではあったが，上記

のような例ではいずれも同一性は認められないとのこ

とであり，同一性の判断において厳格であることがう

かがわれる。また，部分意匠制度がないことには留意

が必要である。

米国については，冒頭触れた通り，意匠特許として

出願するため注意が必要である。すなわち，米国弁護

士は「パリ条約を含む様々な優先条約又は協定を通じ

た 35 USC § 171(3) の下での米国の意匠は，一種の特

許であることを認識する必要がある。」とコメントし

た上で，「§ 171に基づく非米国基礎意匠と米国意匠

出願との間のパリ条約に基づく優先権主張を確保する

ためには，非米国基礎意匠を全体的に観察して，米国

意匠が，非米国基礎意匠と実質的に関連していれば十

分である。非米国基礎意匠の表現スタイルにかかわら

ず，デザインの絶対的同一性は優先権を確保するため

に必要ではない。」との回答であり，実質的な同一性を

求める国と言うことができる。

他方，「非米国基礎意匠と米国意匠との違いの程度

は，後の権利行使，権利の有効性，及び§ 102/ 103(4)

に基づく先行技術の検討に影響を与える可能性があ

る。非米国意匠の出願基準と米国意匠の出願基準は異

なることが多く，優先権の主張を検討する上で柔軟性

が必要であることを米国は認識している。米国意匠出

願には，35USC § 112(5)及び 37CFR§ 1.152(6)に基づ

いて，権利を請求する意匠の完全な開示を行うために

米国意匠出願の図面には，十分な数と十分な種類の図

面が含まれている必要がある。」とのアドバイスが

あった。

上記 a-cのような事例に関しては，図面の数が異な

る米国意匠特許出願を行っても，優先権を維持するこ

とは可能であるものの，米国意匠特許出願における完

全な開示要件とのバランスを含め，第 1国出願と米国

意匠特許出願の間の変更の程度又は量は，慎重な検討

が必要との回答であった。

優先権主張に際する同一性については実質的な判断

を行っているといえる米国であっても，優先権主張が

認められる範囲で，かつ，米国意匠特許出願の審査に

も堪えうる出願を行うためには，米国弁護士との十分

な相談が望ましいといえるだろう。

なお，この質問に関して，前述の①同一性の判断に

ついて厳格に同一性を求め，基本的に出願内容の変更

は認めない国として挙げた，マレーシア・メキシコ・

ロシアでは第 1国の出願に含まれる図面を削除（第 1

国出願に含まれる図面を優先権主張を伴う第 2国出願

には含めない）することは可能であるが，追加するこ

とはできないとの回答であった。

（４） 調査結果におけるその他の留意点

冒頭触れた通り，意匠については各国で法制度が大

きく異なり，実体審査の有無によって，権利の有効性

が争われる段階になって初めて優先権主張の有効性が

問題として顕在化する国もある。

また，部分意匠制度の有無も考慮しつつ，第 1国出

願の態様を検討することも必要であろう。例えば，部

分意匠出願を認めていないブラジルでは「ディスク

レーマは認められていないので，基礎出願でディスク

レーマが行われている場合，破線／仮想線は，実線に

変換するか，又は，優先権主張を伴う意匠出願の図面

から削除しなければなりません。」とのコメントがあ

り，第 1国で部分意匠として出願されたものを全体意

匠として出願することができる国もある（中国も同様

である。）。一方，部分意匠出願を認めているロシアで

は前掲図 5のような事例，及び以下図 8のような事例

ではそれぞれ優先権主張における意匠の同一性が認め

られない旨回答しているため，第 1国出願時にロシア

における出願態様を見越して出願内容を決定する必要

がある。なお，米国・南アフリカ・オーストラリア・

アルゼンチン・香港・台湾・中国・ベトナムでは下記

図 8のような事例でも同一性が認められるとの回答で

あった。優先権主張に関する同一性について，実質的

な同一性が認められればよしとする国の中でも，さら

に，第 1国出願に「形式的に表されているか」を重視

するか，「権利範囲として主張されているか」をも考慮

するか，という判断基準の差異がこのような違いを生

んでいるように思われる。韓国では日本同様，図 5の

ような事例であれば同一性が認められ，図 8のような

事例では認められないとの回答であった。
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【図 8：質問票で提示した例】（日本では下記事例は「意匠の同

一性」が認められない。）

３．まとめ

ここまで，各国の「優先権主張時における意匠の同

一性」についてその判断内容を分析し，検討してきた。

大きな違いとして，厳格に同一性を求めるか，実質的

にみて同一性が認められるのであれば良いのか，そし

て部分意匠との関係では公開されていることを重視す

るか又は権利範囲として主張されていることをも考慮

するか，といった点が，国毎に異なることがわかった。

この調査結果・分析が今後各国における優先権主張を

伴う出願を行う際の参考となれば幸甚である。

本稿の執筆にあたっては，細心の注意を払って調査

結果の分析を行ったものの，調査手法等に起因する限

界が自ずから存在し，また，出願する対象意匠によっ

ては異なる規則が存在することもあるため，留意の上

活用頂きたい。

（注）

(1)https://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/shingikai/pdf/isyo

u_wg_01isyou_haihu_itiran/sangyou_isyou_haihu_itiran04.p

df

(2)後藤晴男 パリ条約講話 187頁（第 13版，平成 19 年 12月

28日）

(3)35USC：アメリカ合衆国特許法（the United States Code）。

§ 171は Patents for designs。意匠に関する特許について規

定している。

(4)Conditions for patentability; novelty/non-obvious subject

matter。新規性と非自明性について規定している。

(5)Specification。明細書について規定している。

(6)37CFR: ア メ リ カ 合 衆 国 特 許 規 則（Code of Federal

Regulations）。§ 1.152 では意匠の図面要件について規定し

ている。

(原稿受領 2018. 8. 6)
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